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発熱外来 (県内6ヶ所)で発熱患者を診察

原則、すべての医療機関で診察

県医師会を通じて休日・時間外診療を要請
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<県内医療体制の変遷> 5月 2日 ～
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インフルエンザ定点観測値(ピーク値)の推移
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医療体制に関する課題と意見について

轟性が不明、感染が拡大していない時期においては、感染拡大防止

やリスクの分離という観点から、発熱外来の必要性もあると考えるが、

していただきたい。
また、健康危機管理として国レベルで対策が行われる新型インフルエ
ンザについては、毒性の判断や症例定義を速やかに提示するようお願
いしたい。

新型インフルエンザ発生に伴う医療体制の整備に当たっては、健康危

機管理の観点から、金ての医療関係者の協力が得られるような法整備
を検討する必要がある。

特定診療科への負荷を軽減するため、患者の発生動向等を踏まえ、
都道府県においてワクチンの接種スケジュールの調整や接種を行う医
療機関を指定するなど適切に対応できる仕組みとする必要がある。

健康危機管理に対応した医薬品や検査薬の流通を検討する必要が

ある。また、国において、在庫量などの管理を適時適切に行うことがで
きる体制を検討していただきたい。

院内感染のリスクや、医療従事者への感染を

念頭におき、インフルエンザ患者の診療が困難
であると回答する医療機関もあった。

また、昨年12月 には、小児へのワクチン接種

開始時期と患者発生のピークが同時となったた

め、特に小児科医の負担が大きかった。

保健所において、患者の金数把握を行つている

最も重要な時期に、水際対策の入国者の健康管

理や発熱相談が殺到し、過大な負荷が生じた。

企業や学校などから、新型インフルエンザの陰

性証明をもらうよう指示があり、患者の診察を行う

医療機関から苦情があつた。

新型インフルエンザ対策は、国家的危機管理の問題であり、国の責

任において法整備や財政措置を講じる必要がある。健康危機管理の

拠点である保健所の充実。強化は、今後の強毒性新型インフルエンザ

の発生に備えて必要不可欠な課題であり、人員確保、人材育成など
について国の責任において十分検討し、対応を講じる必要がある。

限られた医療資源を有効活用するため、国民に対して、通常の医療
体制とは違うことを、文部科学省など関係省庁と連携し、今後も継続
的に啓発する必要がある。

本県では、発熱外来に患者が殺到する事態

はなかつたが、強毒性の新型インフルエンザの

まん延期には、現在の発熱外来だけでは十分
対応できない。
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医療体制に関する課題と対応案

(課題)
発熱相談センター・発熱外来

■発熱相談センター

◇ 電話によるトリアージは機能しない
・電話による症状の間取りでは、感染の有無を判断することは困難。
・国から示された症lTj定義 (海外渡航歴、38度以上の発熱)に当
てはまらない感染者が出るなど、 トリアージは機能しなかつた。

◇ 発熱相談センターを経由することで診察を遅らせる
。発熱相談センターに電話が殺到し、本来トリアージが騒要な人の
対応が遅れてしまつた。 (大阪府では、rR大 1曰約7000件の相談)

◇ 発熱相談センター業務によって保健所の疫学調査機能等に

支障が生じる

◇ 相談に対応するため体制強化を行つたが、専門職員 (医師等 )
の確保には限界がある (一般職員を含め全庁体制で取り組んだ)

■発熱外来

◇ 発熱外来の十分な確保ができない
・知見や症例定義が明確になつていない段階においては、ます医療
機関は患者の院内感染を危惧するため、発熱外来を担う医療機関
を確保することが困難であつた。

◇ 発熱外来であっても、感染の拡大を防御することは困難
・非感染者が発熱外来ヘトリアージされることで、感染してしまう
リスクが高くなる。
・症状のない患者や発症前の感染者が通院することにより、ハイリ
スク朦に感染を広げてしまうおそれがある。
・尭熱外来を受診する前には、必ず発熱相談センターを経由すること
としていたため、結果として患者の診察を遅らせてしまった。
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医 療 体 制
(課題)

■全医療機関での受診

◇ 方針の切替
・運用指針が変更されたが、具体的な対応策について示されず、
直ちに全医療機関で診察受入の切替ができなかつた。
・明確な症例定義が示されず、医療機関によつては、来院患者
に対して、発熱外来の受診や発熱相8炎センターを紹介する
などの対応が行われた。
◇ 医療従事者への補償制度
・安心して診療を行うための、医療従事者の感染に対する補償
制度のeJ設が望まれた。

■重症化 (入院、救急ほか)への対応
◇ 医療スタッフの確保
・病床があつても、医師、看護師等の医療スタッフが確保てき
ず、機能しなかつた。
・重症化しやすい小児や透析患者等のハイリスク者に対する治
療は、等P5の医療機関による治療が必要である。
・インフルエンプ様症状のない患者も含め感染者と接触する
可能性がある救急隊員から、7月に入つてからも予防投与
のためのタミフルの提供について強い要請があつた。

平成22年5月 12日
大阪府 (全国衛生部長会ノ都道府県)

当初から全医療機関で鯵療受入れ
のできる体制づくりを !

=は
人材、情報、経済的支援が必要

薬剤備薔計画の兄直しなど

(対応案 )

〇新型インフルエンザもインフルエンザであり、同じ
特性を持つ可能性が高いことを踏まえた対策が必要。
⇒症状が発現する1日前からウイルスを排出し、他者への感彙カ
を持ち、経徹な症状のまま回復する例や症状を皇さない不顕性
感染もあるため。

② トリアージ機能を前提とした発熱外来のスキームは

廃止すべき。
・全ての医療機関で感染防止対策を徹底し、受入れるべき。
・発熱相談センターには、 トリアージ機能をもたせず、
健康相談や情報提供に限定すべき。
・症例定義については、早期に海外等の情報を分析し、
適切な症例定義を各自治体、医療機関に提供すべき。

③院内感染対策、相談、サーベイランスに必要な経費等
を確保するために、
・適切に診療報酬等で評価するシステムの構築
・医療機関に対する国の助成制度の拡充
が必要。

(対応案 )

①医療従事者が感染した場合の全国―律の補償制度等の創設
が必要。
②平時からの人材確保等の仕組みづくりが大事
・適切な診療報酬検討を含め、院内感染対策や医療スタッフ
等の確保のために必要な経費が確保される仕組みが必要。
③医療機関等での適切な診療、院内感染対策のためには、症
例定義やウイルスの特性、予防投与等について、国からの
早期の情報提供が必要。

④ハイリスク者を受け入れる専門の医療機関の設備、陰圧
病床等の院内感染対策の助成制度を拡充する必要がある。
(小児、妊婦、透析等 )

■抗インフルエンザウイルス薬について
。タミフル耐性ウイルスが多<検出されているが、国の備薔計
画はタミフルに偏ったものとなつている。
・備警した抗インフルエンザウイルス薬は、その使用期限 (タ
ミフルの場合、7年)が至」来すると廃葉が義務付けされてお
り、資源や経費の無駄になる。

■簡易検査キッ ト、マスク、小児用タミフル等の品薄
・流行初期における簡易検査キット、マスクの不足、
ピークB害の小児用タミフルの不足がP・5題となつた。

①最近、有効な新薬の開発、承認が行われており、危機管理上
の観点からも、タミフルだけの備蓄ではなく、新薬の安全性
や備蓄性等を考慮し、国の備蓄計画を見直し、多種の薬剤を
備蓄していくべき。
②使用期限の近づいた薬剤の有効活用の検討を進め、流通在庫
による備蓄の導入などの効率的な備薔方法を構築すべき。
③冬以外のオフシーズンの発生に備えた簡易キットやマスクの
確保について対応策を検討しておくべき。
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資料 6

全国保健所長会が行った新型インフルエンザ対策の要望書等からみた評価と振 り返り

平成 22年 5月 12日

第4回新型インフルエンザ

"HlNl)対
策総括会議

はじめに :全国保健所長会は現場の状況をできるだけタイムリーに届けたいと、全国のネ

ットワークを活用し、3回にわたり厚生労働省に意見を出してきました。対策の評価およ
び今後の参考になればと考えます。

1。 「新型インフルエンザ対策に関する要望」21年 6月 16日

6月 12日 、WHOが フェーズ 6を宣言

入院措置の見直し :5類感染症に準じるか保健所長又は保健所に設置されている感染症の
診査協議会の判断を尊重することを要望。

疑似症患者の症例定義 :国内蔓延の進展で地域の要件を削除する様要望。

医療提供体制の再構築 :医療機関、医師会、保健所等の連携で構築される体制は、これま

で病院などの発熱外来と入院措置が中心。今後基礎疾患を有する患者と重症患者への医療、
一般医療機関の院内感染防止の徹底へ見直しとその提示を要望。(発熱外来を受診しない、PCR検

査をしない症例の増加が懸念、受信者が増カロした場合現在の体制は維持できないだろうとの判断 )

サーベイランスの見直し、疫学的知見の情報提供、個人情報保護と人権尊重、状況変化に

対応 した対策の見直し、の 7項 目を要望した。

2.「新型インフルエンザ運用指金|(改訂版)に関する意見」21年 7月 10口
6月 26日 に示され都道府県への説明がなされた  。

外来、入院医療機関について :陰圧病床の活用、想定確保病床の算定基準、通常の医療機

関の感染防止対策等の意見。.

強毒化への診療対応について :監視と早期の情報提供、地域活性化 。経済危機対策臨時交

付金以外の財政措置による地域格差解消を要望

治療について :地域の医療資源のばらつきを考慮した重症化・妊娠・腎疾患など特殊病態
の患者に対する支援医療機関を定める必要性。

予防投薬、発熱相談センター、疫学調査、修学旅行等からの発病者への全国的な対応指針、

等々16項 目の意見を伝えた。

○通知などの不一致や矛盾のある内容の整合性を図つていただくようようお願い。

○都道府県・自治体によって保健所への説明が十分なされていないため厚生労働省の意図

が十分伝わつていないと思われるところがあった。

3.「新型インフルエンザワクチン仏/HlNl)の接種について(素案)」 に関する意見書
21年 9月 9日

9月 4日 に発出された優先接種の考え方

○直接新型インフルエンザ対策をする保健所職員が対象者であることの確認を求めた。
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おわりに :保健所および全国保健所長会としての役割を次のように考えました。

○健康危機管理の観点から現場の情報をできるだけ早く厚生労働省へ伝えること、保健所

と厚生労働省との連携が重要。(全国保健所のネットワークが活用できた)

○日頃からの保健所と医療機関・医師会との良好な関係が必要。(発熱外来、集団予防接種 )

○保健所、医療機関、市町村保健センター等、関係者で平常時の訓練・シュミレーション

を実施しておくことが必要。(21年 1月 国との実地訓練に参加)

○保健所、都道府県等に BCP作成の普及啓発が必要。
その他、

○国 。都道府県の抗インフルエンザ薬の備蓄方針等、事前施策を評価。

○それぞれに方針決定の仕組みの確認と透明化が重要。

全国保健所長会

会長 澁谷いづみ(愛知県半田保健所)
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H5型高病原性の新型インフルを想定
`08.11月 全市訓練によリシミュレーション

(届出・搬送・調査～市長本部員会議 )
`09.3月 発熱外来設置医療機関とその他

曇陽
律割を明確化するため連絡

'09.4′28～ HlNl豚インフル=新型インフル
として国のガイドラインと市の実施計画に

沿つて、以下それぞれの役割を担う。
・市民病院と大学病院 :発熱外来と入院
・協力病院 :発熱外来設置
・協力病院以外 :後方支援
(救急・術後ケア・リハビリ等)
・診療所 (医師会):
症例定義によるトリアージ

発熱相談センターヘ連絡

第4回新型インフルエンザ対策統括会議 (産療体制)資 料
7  
資料:神戸市保健所

医療機関と行政との連携調整について 白井千香

*‖ アⅣアρ伽 舞 。発熱相談センターr電話トグ/―力 と発熱外来力|「通さ
れ vと早急/_~彩断ι、発生段階の転換と対応方針旨変える必要笏坊っ/_―。

神戸市保健所

図1インフルエンfA/HlNlの患者発生(神戸市)
国内発生確認から1か月間 確定患者数124人

E発症日  口検査確定日 ('095/15～ 6/14)
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図1神戸市における新型インフルエンザ(AJHl Nl)患者の発症日とPCR検査確定日

.神戸市保健所
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～ (図 1)

電贄智ど憲字室天ゴザ謝壁穐霊麟あが

診療所を含め全医・IF機関で診療する

方針へ (5/20～ )。 協力病院の発熱外来
を解消(一部、6ノ 19まで 図4)

新型インフルエンザ対策に関する会議
('10.3月 までの実施回数～現在継続中)

・病院連絡協議会 14回開催
・市医師会対策会議 2回ノ月開催
・二次救急・民間病院緊急会議 2回開催

医療機関向けWeb開設
(HP:ILI情 報連携センター)

小児、妊産婦、透析等を含め空床情報の共有
や有用な情報伝達 (国からの通知や連絡)等

Hl NlDdm



図2・ 1発熱相i炎センター・発熱外来・確定患者数(神戸市)

/ 電話待ち時間 :1時間以上  ｀

じ竺 翌 型 墜 ∠
¬ ――‐電話16談致

・・●・
一日夕|キ患名:!

― 幅 者数

電話相談総計24,701件
ピーク時(5/19)2,678件
対応職員100人以上/日
(=35人ノ日X3交代)

5月 15日～6月 14日の発熱相談・

発熱外来受診者数・確定患者数
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2-2発熱外来=確定愚者数の拡大図11申戸■)
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談であり、傾聴と助言を行つた。
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<電話相談での対応>

一般医療機関受診の勧め 40%
自宅療養の勧め
200/0

発熱外来への受診の勧め 8%
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05月 22日

図3発熱相談センターにおける主な相談内容 (神戸市)
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来での発見は212人中43例 (20.3%)であり、
針改訂後の確定患者88例中73例 (83.0%)は、
療機関で発見されていた。

ぷ

発熱外

運用指
一般医

確定者数 (人)
140

図4 神戸市における確定患者212人の受診先 (診断医療機関)

厚生労働省結核感染症課「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等
に関する運用指針」の改定について、6月 25日 事務連絡前後で比較した。
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